
アジア各国の基礎技術力と多国籍企業の現状
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1．序

　近年における西太平洋地域の経済ダイナミズムは、日米の活躍だけではなく、

「四頭の竜」と呼ばれる韓国、台湾、香港、シンガポ　ル（NIES）の驚異

的な活躍や、また、1985年のプラザ合意以降の日本の多国籍企業の投資により

輸出拠点となったASEAN諸国（タイ、マレーシア、インドネシア、フィリ

ピン）の急速な経済発展に起因するところが大きい。これらの諸国は、「太平洋

トライアングル」を形成するまでに至り、国際分業体制に大きな変革の波を作

り出している。

　それでは、これらの国々の成長は、将来国際分業体制にどのような変革を作

り出して行くのか。アジアにおける将来の分業体制を推定することは至難の技

である。一つの方法は、各国における技術力を推定することである。特に現在

のような流動性を帯びた世界の産業構造、政治・経済情勢のもとにおいては、

国際競争に勝ち抜き、生き延びていくには、これらの変革に対応していくだけ

の基礎技術力を持っていなければならない。基礎技術力とは、技術の模倣

（imitation）や模倣をもとにした改良（innovative　imitation）の段階を脱皮し、

既存の技術をもとに新製品を開発（application　engineering）したり、また、

それ以上に既存の技術を一歩発展させ新製品を開発すること（leveraged

creativity）を意味する。一国が基礎技術力をつけることにより、国際市場で活動

できるような製品の技術開発ができ、比較優位をもとに国内企業の多国籍企業

化を生み出し、また、国際情勢の変革も国内政策や多国籍企業化により独自の

力で克服できるようになる（1）。このような基礎的な能力を保持することにより、

初めて一国がある産業において他国に対して真に競争力を持ち、経済発展を持
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続させることができるのである。

　しかし、アジアの国々における実状は、基礎技術力から国際分業体制を推定

できるほど単調ではない。確かに基礎技術力は、ある国が独自の力で発展でき

るかどうかを調べるのに重要な役割を演じるが、近年のような基礎技術力を持

った企業の多国籍化が進んできた時代においては、技術力を「持たざる国」に

おいてもある特定の技術力の存在を可能にしている。すなわち、多国籍企業の

動向が、「持たざる国」における技術力を決定するまでになり、たとえ基礎技術

力を保持していなくとも、多国籍企業を誘致することにより特定の産業を起こ

すことができる。すなわち、アジアにおける将来の国際分業体制の推定は、各

国の基礎技術力の評価と多国籍企業による投資依存関係を吟味することにより、

推定のフレームワークを設定することが可能であると考える。

　また、多国籍企業の誘致は、多国籍企業と「受け入れ国」の利益が合致した

ときに起こる現象であり、これらの利益が一致しない場合には、海外直接投資

数の低下や多国籍企業の逃避という「受け入れ国」、特に技術力を「持たざる国」、

にとり不利な状況を作り出すことがある。すなわち、多国籍企業の動向は、そ

れと「受け入れ国」政府の政策との微妙な関係の上に成り立っており、この関

係は、1980年代において数々の要因が重なり、ますます複雑なものとなってき

ている。米国の貿易収支と国家予算における双子の赤字と経済力の低下、日本

と西ドイツの経済力の増大②、オイル・ショックや慢性的スタグフレーション

の諸問題のなか高度成長を持続させたNIESの急成長等（3）により国際分業体

制に変化が生じた。この変化が先進諸国間に貿易不均衡を生み出す結果となり、

関係諸国は、85年秋のプラザ合意により為替による経済調整や、また、二国間

協議による貿易障壁の撤廃、自由化、構造協議等の政治的手段によりこの問題

を是正しようとした。これらの政治経済的変化が多国籍企業の行動を刺激し、

また、新規に多くの多国籍企業を生み出す結果となった。特に日本企業の欧米、

NIES、ASEANへの投資数の増加や、NIES企業の米国やASEAN
への進出が著しかった。これらの動きがアジア経済の世界経済における重要性

を増し、また、アジア諸国間における経済関係も以前のような垂直分業関係か

ら水平分業関係へと移行する兆しを見せ、太平洋諸国間の相互依存関係をより
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密接なものにしている。

　投資「受入れ国」であるNIESやASEAN諸国においても、1970年代の

より規制的な外資導入政策や技術政策を変更し、多国籍企業にとりより有利な

環境を整備せざるをえなくなったからである。世界経済の停滞による景気の後

退、特にNIES、ASEAN諸国における85年の急激なGDP実質成長率の
低下（4）は、各国の外資導入政策に大きな影響を与え、規制政策が益々緩和され

ていった。特に、国際分業体制の変革により、輸出指向型直接投資の誘致競争

がASEAN諸国間や中国とのあいだで激しくなり、インセンティブが強化さ

れていった（5）。NIES諸国においては、米国のGS’Pの適応の廃止、自由化

の政治的圧力、ASEAN諸国の追い上げ等により、直接投資の自由化とより

高度な技術を導入するためのライセンシングや直接投資の導入へと外資導入政

策を変更せざるをえなくなった。

　この論文では、上記のような多国籍企業と「受け入れ国」の微妙な関係を踏

まえながら、アジアにおける直接投資の動向、「受け入れ国」における直接投資

政策、そして、基礎技術力の状況、そして、投資依存関係を吟味し、将来の多

国籍企業のアジアにおける動向を推定しようとするものである。この論文では、

国際分業の内容まで立ち入ることはできないが、各国の投資動向を把握するこ

とにより、基礎技術力の状況をもとに投資依存関係を展望しようとするもので

ある。このフレームワークの推定は、国際分業体制をより正確に推定するため

のグラウンド・ワークと考えることができる。

II．国別動向

　A．米国と日本

　1．米　国

　世界最大の投資国である米国の1987年末海外直接投資残高は、3087．9億ドル、

投資受け入れ残高は2619．2億ドルで、これは、468．7億ドルの純投資流出である16）

米国の投資流出額は、1980年まで伸びていたが、それ以降急激に低下し、85年

から再度増えている。この変化は主にヨーロッパへの直接投資の動向が大きな

影響を与えており、それに比べれば他の諸国の変化は微々たるものである（7）。
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図1から6が1982年と1987年の各国間の投資フローを示しており、図5と6が

基礎となる図である。図1と2は1千万ドル以上の、図3と4は5千万ドル以

上の投資額を書いたものである。　（ここで一つ注意が必要なのは、投資額は国

により定義が違い、また、統計も国により相当誤差があり、多くの場合受け入

れ国の統計と流出国の統計が合致しない。これらの額は、投資額に問題がない

限り、受け入れ国の統計をもとにつくられており、正確ではないが、唯一の投

資動向を見る手段である。）図3と4を比較するとアジアにおける米国の主な投

資活動は、日本、NIES、中国であり、ASEANにおいては1982年には多

くあったフィリピンへの投資額も少なくなっている。日本やNIESへの投資

は85年まで横ばいであったが、日本へは86年から、NIESへは87年から多く

投資がなされるようになってきている（8）。図1と2によると、1987年の日本へ

の投資は、1982年の11．8倍、韓国へは2．5倍、台湾へは5．2倍、しかし、シンガ

ポールと香港にはあまり投資額の変化がない。

　米国の日本への投資の増加は、食品産業（87年には132．5％）、銀行（78．6％）、

証券、保険、不動産（45．8％）が中心であり、製造業は29．9％とあまり大きく

ない。香港への増加は、電子産業が進出し始めている（86年に283．3％増加、87

年には73．9％）ためと、証券、保険、不動産における投資が86年と87年に60％

台の増加が見られるためである。台湾においては、機械産業（87年に94．6％）、

電子産業（Sl：3％）、銀行業（187．2％）での増加が見られる（9）。

　米国の投資受け入れ額は、75年には277億ドルであったのが、86年には2093億

ドルと7．6倍に増えたtiO）87年末の投資残高のシェアは、英国（28．6％）、オラン

ダ（18．0％）、日本（12．7％）、カナダ（8．7％）、西独（7．5％）と（ll）、欧州と日

本の多国籍企業が中心となっている。欧州多国籍企業にとり、自国経済よりも

米国経済の先行きが明るく、大きな米国の市場に参入し、先端技術をも取得で

きることは魅力的であった。また、日本企業は、貿易摩擦の解消と円高による

競争力の低下を補うために米国へ直接投資を行った。その結果、87年末の投資

受け入れ残高には製造業が44．0％も占めるに至った⑫。また、最近の直接投資

には、国境を越えてのM＆Aが増加していることも大きな特徴である。米国に

於ける87年のM＆Aは、220件、404億ドルとなり、金額にして前年よりも64．7
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％も増えている。経営環境の変化やドル安による米国企業の割安感により、産

業のリストラクチャリングが進行していることを物語っている㈲。図3と4に

よるとアジアでは、87年には日本の投資額が82年の5．37倍となり、また、NI

ES諸国からの投資が増えていることが解かる。

　すなわち、米国は世界最大の投資国であり、基礎技術力を持った多国籍企業

の拠点となっている。基礎技術力のゆえに経済活動のダイナミックスは、政府

政策ではなく、企業の自主的な活動に委ねられている。しかし、米国の多国籍

企業の活動は、欧州への投資が主流であり、アジア市場への興味は低い。それ

以上に、国際経済秩序の変革により、日本への投資は86年から、NIES（特

に台湾と韓国）へは87年から増加しているが、ASEANへは85年より下降傾

向にある。

　2．日　本

　日本の87年末の対外投資額は、333．6億と過去最高の投資額を記録しており（i曾

87年末投資残高の国際間の比較では、米国（3，088億ドル）、英国（1，778億ドル）、

西独（1，000億ドル）、日本（770億ドル）と第四位となっている㈲。日本の対外

直接投資動向は、大きく三つの時期に分けることができる。第一次拡大期は72

年から80年まで、第二次拡大期は82年から85年まで、そして、第三次拡大期は

86年から現在に至るまでを言う。

　第一次拡大期の対外投資は、多種多様な地域への投資活動として発展したが㈹

78年頃から日米貿易摩擦の影響により米国への投資額が増大してくる。また、

この時期はNIES投資額よりもASEAN投資額の方が高く、特にインドネ

シアに集中していた。NIESに関しては、72年と73年には投資が韓国に集中

しており、その傾向は74年の選択的外資導入政策以来、他のNIES国と変わ

らなくなり、79年からはその反対に他のNIES国よりも投資額が低下してく

る（1の。また、この時期には台湾への投資が停滞気味であった（18）。

　第二次拡大期には、米国への投資が増加し、81年にはASEANへの投資が

突出する。前者の投資は、電機や自動車を中心とする貿易摩擦が深刻化したた

めであり、後者の場合は、インドネシアにおけるアサハン・アルミ・プロジェ

一303一



リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ワ

go　8卜雲　梼耗ムヤふi却
電　 ド・）L）　 二」Lトへ・）㌧iゆ

§靱ケ畿点鵡
蕪葬。ぎ≦ll讐

ぎ晦導諺獣㌻読5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　曇蓬蝿轟黙

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雷餐ミミ釣ミ

至　　　　　　　　．雪　　　　　　　　’†ε卜ge図7・・x

m　　　　　　　　6“’EN3；s祀　　麩：∬く鹸ヤト全

，、．、ゆ

lN。
ム＝・面

トヤ搬
，卜P

卜，綴
’x卜蝦
de・、郭

忽ls．xムぐ

＾　　　　　　　　　　　　　 趣　　　　　　1畦ムコム9へ入～覚．、ヤパ》　　　　　　　　　鶴　　　　　lt　　　　　　KBI誘脚《涛L～ド》

へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　や却嶽1．ll　iF，｛トo：LN織
盈」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　駕ゆGMN－，イe粂AトP
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個伽慧艇パ誘慧聾る囮ヤ・xQ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鍾M£・tS窪ヤM　・e　’M瀞i二Ls

▲　　　　　　　　　　　　　　　x“§　　　iF　L’＄ミ嵩tt　lヤ圖佃管M

ドミ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’vau＾トコ緊魍入昏・管椴
『一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　糖鞘契沢：へ軽粂，ヤ蜘…，N＄

ス長・　　　　　tr　織1蓬1譜麟
）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Gbw8る：G’xふ7ぐ｛卜s
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圃昭ミ＝＄ぞ麗llヤ図，纏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　套蕪誓華験麗li塞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・り　霧誘∠　ト・卜・x圃鴫i＃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　坦り　こ二：⊃お　’、・xlff築i←

z
《

回

Ut

《
’

co

回　雪
一

’

口：

b
穐

§

F区

a　寧　゜Fぎ　5§
き　　　・a　　　曽　　　　…5
M　　←　　　£

　　8t　　．∈

　　　　9（；t99｛i6v　ggz

1’LZ

一304一



リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ク

ゆ　 8卜、雪　 つ←管ムヤ・、iN　 々

¢副ζ鰍暁1き…翼藁
慧ユ議罰緊錨警畿
舞譲llll　l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　§墓鑓諜黙

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　萬塞藝譲譲慾

1　　ジ翫ll轟ll蘂1・
8　　　　　　　　　　　　　　憾
リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ロ

週　　　　　　　　　　　　　　　　　s
琶　　　　　　　　　　　．scv7

　ム
へ
迄

R　邑
←

円

く
）

z
く

u§
co

く　 の
　’　　　口

ω　　　　　〈e6
山　。．　魔ts
－　　 ・8　　　　ゐ

「　　　’。。．

米　　　　　Se
皿
ゆ

b
穐　　　　　　　　　 。．

Ll　　　　　　　　，．璽
世　　　　　　　愚

6邑．

碗亀

　ゆ　　　・
壷’　腐

A．

．、．、D　ぬ
1°D　。　　．

i，ゆ　　＿｝
トヤ碇　鱗
．卜P　電

ト・．腰　Pt
・xPt轍　曇
＆’、軽　s
盈Lls　需
，xムぐ　堀
ヤト，、　G
．，el　 ヤ

亀　　　1凸ムD入RへAぐ犯，、ヤ’卜1」へ掻1錺　 、K・ユ・．（ト7。へ

es”　　　躯り＄ミ，め1ヤ圃姐de卜心N

論難蓑ミ§鰻藁鯉壷、鐸薯

　　　懸緊契翼：へ望ft｝ヤ池い＄耗
　　　蝦Gゆ§1：．．Gヤヤへ’iヤ匪ロ
　　　饗簾耀轍ミ鐘i舗塾

　　　1難謬癬lll
　　　i！i：1§哲壽鷺浬薫i孝§

ま　　・ビ1幾牟1
一

図

轟獣遭㌧麗隷翻

＠to5　譲

宕輝　　o

（fvtsN

一305一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　 8卜・2　 斎幹ムヤ入i刃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　樗　 ド・x）　 ＝’－2Lトへ・、iゆ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　警郵1船§謡蓉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蕪1隷ミ1羅

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　量墓蕩塞轟黙1纂

l　　　　　　　　　llll塾漂難1
誉　　　　　　　　　　　芸撚蓼繋鑑、婆
へ　　口　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　覇軽4～A‘：へ緊粂，ヤゆi八＄

；’z一

ﾊ　　　　　　　　繊1郵灘輩甕1
←。　　　　　　　　　　　　　　　　晶舘塁§鵜↑↑ミ歯腺
ゆ　 N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ，：’L，西ξトムムト億ζiト

〈　　　　　　　　　　　　　　　　　　二嵩鮮詔♂㌧霜i琶
）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　題：；§哲冨5，5，’浬巽i彰

Z　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱6・）ggz
《

u
o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ
く　　⊃

’

o
国

Z
’

ロ

ト

叶　　　　　　　塁へ1・¢9　6’3募
N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 e　　　　＝

”一一．

oり

図

一306一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　心　 8ト2　管憾iヤ・、i勾　 喫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　搬　 ド．、∀　 ユLユトへ・Niゆ　 一）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蓮宇鉾禁直繊鐘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　曇藁．羅響韓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鷺難嚢1謙ll

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馨騨銚藁『墨轟5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　讐　如パ⊃尋鍾八艇トヤ需　猷

重　　　璽啓　鑓1繋轟麟lll
R　　　　　　　　　　　　難港訟糞詳塞i叢苓
←　§　　　　　　　　　　　　齪燵攣監藩騒睡
ゆ　　 h　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Gt和昌乙＞s・、・・x＝ぐ岳GG。

△・・　　　　　　　　lll轟難灘蒼嚢
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・り　蓉誘ズ　ト・卜・・N置終i思　舘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　想り　 ご⊃誌　 ’、・淘1冊凝iヤ　 ニ

Z　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ioε　き
く　　　　　　　　　　　　　　　　　　　zヤ巳吾
国

ω

く
’

切　　9

1騰竃製
一

　’　　　　　　　　　 、

米　　　　偽
区ロ　　　　ed
＼顧

b
　I，　　　　　　　　　　　　　　ぐ
　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　お

塁　　　《，塞、蝕　 1
9　’　　　　藷　牽騰量　あ
寸
図

o

一307一



リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　チ

ゆ　畠ト2　酷斎ムヤ八i刃
総　 ド・、〕　；’L＝’・トへ・、iゆ

§早鉾蕊点餓
匡一唾述ご潔騰

疸　々雨コ占旨圃ミ
§曇齢5籠牒
櫻　砲パ，寿慧A誉

　　　一トN図＝，x

識譲1越
　　　一　　　　 ）

　　　　　　　　　　　　　　卜　　　　H2§ヤ塞L）°yA

　　　　　　　　9　　　　　：ilよ監く脈．

　　　　塁　、　窪　麺難
弼1’LZ＿　　　・ヨト’　　　　　　へ蟹1総蜘と隆払

，NふD
ley　。
ム＝・ゆ
トヤ帽
，卜P

卜・，騎
，、ト蝦
峰．；軽
；’LlG
，、ムζ

ヤト入
．．田

・矩』璽虻範ラl　lll隷藤ミ1

胃

6

　xeSJ

　鳶’N

o　　　o尋

葛

ハ

主　邑　　　・
R　　凪8
一

癖　9
）　　　N

z
《

国

co

《

鴇

N

騨’

’　雪
ω

L」　K、1x＞SS5；

一

Z
’

口
ゆ

b

§

v－■．

m

磯’

o

　『q　　8つ
N’

昏

野

雪嚢蓑1奎肇鰹畢垂塗婁

繋縮途欝ミミ町i謙
鰻簾燭翫竈i舗
GtP8乙、G・x’x，ぐ昏G
圃駅ミ躍留マ麗Ilヤ圃，遜
艶；奮蝶猷彗li監
・・ 閨@雪誘べ　トト’x圃ah’ISi
想り　oPお　・）s’tS［廿艇i←

穆

4

et．垂

　　6

一308一



コ
ヘ　　　　　　ロ

霞　§
O　　　　　 ho

8
0

雲

9

ジ書一而→警←畝「§偏『一署

ノ

昭　　　N
－　　　　E
　　6　gs’

Lt
H免劉
E卜♂

覗’

＿　　　ま　　　　＝
晩’

　む
魂’

m
　o’

　　　　d6晒．　　　　　　　　．

噌　　ヨ惑
　tO　9　　

　e＃

后

過

z
＜

山

Ut

《

霧

qり

N

お

6
x

1．戯籔
　　　　　ノ「

’　の　　　　《99695
⊂の　　P

叫

’

ゆ
訟

図

　卜
　翁
『

o

謬　自

　　覗畠
　　　　やo　　　　ぺ　停触
6　　　　　ま「o

　　　鱒
　　　8
　　　ty

頃

『

蕊

1

どOε

　　8
　　ヨ
　　Q
zヤ9

　　　　　　　　　　　　リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
　　　　　　　　　　　　ゆ　露卜・9　峰係ムヤ八iA」　々
　　　　　　　　　　　　む　 ド・N）　 ユー⊥トへ．、iゆ　 ＿）

　　　　／．　　叢墓礒ま美ミ緊華

8冨　，。o’e　　　　E　k）羅つ：降図｛，、入D　ゆ
　　　」　　　　　　喬　い誘八’〈el　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lコ」。　　，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム＝・ゆ　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卜・r総　揖
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，卜P　詫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト，懸　pa
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’x卜摺　蟹
　　　　　　　　　　　　謎謹蟄，llll

　　　　　　　　　　　　l嚢繋1講1鳶

　　　　　　　　　　　　や・v厭ln爺派，岳一D二」N槍柳
　　　　　　　　　　　　濡PG鱒N－．ぐ・£桑ふPt粒Pt
　　　　　　　　　　　　｛糠獣譜雛鯉壌聴
　　　　　　　　　　　　鍾蝦奮・N2ヤ蝦心垣，漣1込sG
．　　　　　繋慧奮獣きミ諏町i¢難
　　　　　　　　　　　　撰簾lx垂薄識講i舗垂

　　　　　　　　　　　　sむ粒昌る〉・G’・x・N，イ｛卜ss。
　　　　　　　　　　　　薯撃『襲魁⊥認ピ、窪譲
　　　　　　　　　　　　二訟鮮霧試㌧群i逼譲
　　　　　　　　　　　　’°り　怨誘パ　ト・Pt’）s囲罵i冥　零
　　　　　　　　　　　　坦り　¢：⊃呂δ　・〉，V．xl｛←築i1’　o

一309一



クトやプルタミナ・LNG・プロジェクトの巨大プロジェクトという特殊要因

のためである。82年から84年まではASEAN投資よりもNIES投資のほう

が多くなり、シンガポールと香港への投資額が増加した㈲。

　第三次拡大期には、85年9月のプラザ合意以降の急激な円高により企業環境

は大きく変わり、輸出生産拠点の日本からの移転、下請け生産の海外立地、対

日逆輸入等、投資目的が多様化していた。86年には米国への摩擦回避と円高に

対処するための投資目的が多様化していった。86年には米国への摩擦回避と円

高に対処するための投資が、87年にはNIES、ASEAN、中国への投資も

増加傾向となる。この急激な変革は、図3と4の5千万ドル以上の投資額には

っきりと示されている。82年においては、米国や台湾、インドネシア、マレー

シアに見られるだけであるが、87年にはフィリピン以外のASEAN、　NIE

S、そして中国に見られ、この動きは、米国の広がりを越えるものである。N

IESへの投資は、韓国への投資が一番大きく、その次に台湾、香港、シンガ

ポールとなっている。ASEAN投資においては、インドネシアへの投資が一

番多く、次いで、タイ、マレーシアとなっている。ASEANに対する投資の

業種は、前期と同じく電機や輸送機が中心であり、日本で生産されていた低付

加価値の製品はこれらの国で生産されるようになってきた。これは円高、貿易

摩擦回避のための迂回生産、各国政府の輸出指向型投資に対する優遇措置、各

国の技術水準の上昇等の理由が挙げられる⑳。

　早いスピードで進展する環境の変化に対応するために、海外直接投資の手段

も多様化してきた。最近の新しい動きとしては、M＆A⑳や戦略的提携⑳が急

増している。国際的な提携は、新製品開発コストの分担、技術の交換、特定市

場における販売力の強化、部品のソーシングなど相互補完を目的としたもので

ある。

　第三次拡大期のもう一つの特微は、中小企業の本格的な海外投資である。投

資額は83年ごろから伸び始め、86年には前年比88．4％と急増した。87年には、

1，063件の投資が有り、その内、44．6％がアジア（台湾11．2％、韓国10．8％、香

港6．0％、中国4．5％、その他アジア12．0％）、42．8％が北米であった。その他ア

ジアの中でもASEAN諸国の増加が際立っている。業種別では、機械や雑貨
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　　を中心とした製造業が全体の68．1％を占めており、製造業投資のなかでは、ア

　　ジア地域が72．7％と高い割合を示している（韓国20．5％、台湾19．4％、米国19．2

　　％、タイ8．7％、シンガポール4．9％、マレーシア3．4％）。これらの投資の目的

・　は、（1）進出先の国内市場、（2）親企業に伴う進出、（3）進出大手日系企業によって

　　生まれる需要、（4旧本への逆輸入、（5）東南アジアでの域内貿易、（6）欧米向けの

　　輸出拠点の移転等である㈱。また、海外生産拠点や部品調達拠点の増加に伴い

　　調達ネットワークを形成し、企業内国際分業によって生産コストを下げようと

　　する動きも強まってきている図。

　　　対日直接投資は増えているが規模の小さなものである。直接投資受け入れ額

　　は、86年まで緩やかな伸びであったが、87年には急に増加している。これは、

　　86年には円高状況のなかで投資を手控える傾向があったが、日本国内の内需拡

　　大から外国企業が積極的に投資をし始めたからである。主な投資国は米国と欧

　　州であり、87年の総額22．1億ドルのうち、米国（42．4％）、スイス（7．6％）、オラ

　　ンダ（3．5％）、西独（2．4％）、英国（2．2％）、香港（1．6％）となっている㈱。業種

　　別に見ると、製造業が64．6％（機械50．1％、化学11．0％、石油1．5％等）、非製

　　造業が35．3％（商事貿易13．1％、サービス業8．2％、金融・保険7．0％、運輸・

　　通信2．8％等）である。近年の対日投資の特徴の一つは、エレクトロニクス、コ

　　ンピュータ、医薬品・化学、新素材などのハイテク分野への製造業投資が多く、

　　また、研究開発投資も活発である㈱。

　　　すなわち、日本は戦後幼稚産業政策を取り、外国からの技術移転を奨励する

　　ことにより基礎技術力を養い、現在においては、中小企業をも含めた企業の多

　　国籍化が進み、アジア諸国だけでなく、欧米にも多く投資を行っている。日系

　　多国籍企業の発展は、初期の産業政策の恩恵も大きいが、基本的には産業構造

　　の変革に対処できるだけの基礎技術力を身に付けたお陰である。

B．NIES諸国
　1．韓　国

　図7は韓国の工業化の歴史を示す。これによると、50年代は韓国の復興再建・

輸入代替期で、米国援助に依存しつつ、食品や綿紡績などの軽工業の輸入代替
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を促進させた。60年代には早くも輸出促進政策を実施し、輸入促進・輸入代替

期に入り、米国援助からの脱却を図るとともに、積極的な工業化を開始した。

60年には外資導入促進法を公布、62年には経済開発五ケ年計画の実施と輸出促

進法の公布を行い、輸出支援金等により繊維、雑貨、合板等の労働集約的製品

の輸出を促進した。66年には外資の導入により重点産業育成諸法を制定し、セ

メント、肥料、製鉄、石油精製などの基幹産業を設立、輸入代替産業として電

子製品や自動車の組立工場をも誘致した⑳。62年から65年においては投資額の

ランキングは米国、欧州、日本の順であったが、67年から71年には欧州からの

投資が後退し、日本と米国からの投資が同じぐらいの額で入ってきている㈱。

これらの政策の結果、60年代において既に平均GDP成長率は9．5％を記録して

いる。

　70年代は、輸出促進・第二次輸入代替期と呼ばれ、外資による輸出促進を図

るために輸出加工区を建設し、電子・電気機器、機械、船舶、鉄鋼等の輸出を

促進した。また、73年には外資導入法の改正により選択的外資導入を実施し、

石油化学、鉄鋼、自動車の輸入代替を促進し、重化学工業化を行った⑫％72－76

には全投資額が4倍にも増えているが、これは外資導入法改正前の日本の投資

額の増加が原因であった。しかし、その後日本の投資は半減しており、これは、

日本企業が韓国の政策に敏感に反応したことを物語っている。このような重工

業化政策の結果、平均GDP成長率はオイル・ショック等の影響で低下するが、

それでも8．2％を記録している。

　80年代は、経済調整・産業構造高度化推進期である。79年に経済安定化総合

施策を発表、80年に重化学工業投資調整を実施し、重化学工業部門への過剰投

資がもたらした物価高騰問題、産業部門間の不均衡、対外債務増大等の問題の

解消に努力した⑳。80年代後半のウォン高、貿易摩擦、輸出規制、自由化の要

請、ASEAN諸国からの追い上げ、労使紛争等に対応するため、産業・貿易

構造の一層の高度化、低生産性部門から高生産性部門への経済活動の移行、技

術開発力の強化に努めている。また、米国との貿易摩擦の解消と高度技術の導

入のため、84年外資導入自由化を実施し始めた⑳。その結果、韓国への投資は、

86年を除き増加傾向にあり、この動きは主に日本の投資額に左右されている部
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分が大きい。日本による投資額の増加は、図1と2の1千万ドル以上の投資に

よると、87年の投資は82年に比べ12．3倍に増え、米国の場合には2．5倍となって

いる。87年には全投資受け入れ額が10．6億ドルと過去最高を記録し、前年の3

倍にもなり、その額の46．6％は日本からの投資である。米国の投資額も日本ほ

どではないが、24．1％と高くなっている。また、図2でも解るように香港とシ

ンガポールによる投資も早いスピードで増加している㈱。

　87年の投資を業種別で見ると、観光業23．5％、電子・電気機器19．6％、エン

ジニアリングやプラスチックなどの化学工業14．5％、そして、輸送用機器11．3

％となっている。米国の投資業種は、電子、精密化学、自動車部品などが中心

である㈱。しかし、88年には労使紛争の再燃、ウォンと賃金の上昇、インフレ

など経済の先行きにたいする不透明感から、投資動向の鎮静の兆しが見えてき

ている。

　国内の数々の経済的問題やウォン高による比較優位の低下、国際収支の黒字

額の増加、韓米摩擦、政府の海外投資促進政策等により、韓国企業の対外投資

も増える傾向にある。韓国の対外投資は図4でも明らかなように、米国投資が

圧倒的に多く、86年の1億5，720万ドルのうち36．6％を、また、87年の1億520万

ドルのうち81％を占めている。製鉄、化学、電子、建設関係、貿易を中心にし

て、摩擦の回避を狙い米国に進出する動きを見せている（34）。次に多いのは、欧

州と香港であるが、これらの国への投資額は微々たるものである。ASEAN

諸国への投資は、資源開発、建設、雑貨が主な製品であった。88年1月から6

月の対外投資額は、低下しているものの、投資件数においては2倍になってお

り、87年の大型投資に比べ中小企業を中心とする小型投資が急増していること

が解る。この時期の投資内容は、貿易業が44件、2，400万ドル、製造業44件、6，700

万ドルで、87年の資源開発型・貿易・建設関連から製造業における投資が多く

なってきた。地域別には、ASEAN50件、北米33件、中南米9件、オセアニ

ア7件となっている。また、図6でも解るようにASEAN内では、タイへの

進出が電子・電気産業を中心に約10業種60社にものぼり、インドネシアにも安

い労働力とゴムを求めて、はきものメーカーの投資が増えている。また、中国

や東欧にも貿易事務所の相互設置や交流を促進させることにより、進出する動
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きを見せている㈲。

　すなわち、韓国においても日本と同じく幼稚産業政策を取り、輸入代替産業

政策を通して、基礎技術力を養うことを工業化政策のバックボーンとしてきた。

原料を輸入する必要性から、技術導入と早期からの輸出指向型の産業の育成を

平行して行ってきた。60年代初期の外資導入促進法により多国籍企業を誘致し、

技術導入を行い、その成果をもとに70年代にはより高度な技術を取得している。

その後、国内産業を保護するために選択的外資導入を行っている。韓国は、基

礎技術力の取得に成功し、国際競争力を持ち始めたと言える。その一番良い証

として欧米への直接投資の増加があげられる。表1によると78年における韓国

の生産における外資系企業のシェアは19．5％、輸出においては22．7％、雇用に

おいては9．5％である。雇用における率は少ない方であり、このことから、多国

籍企業への依存度はあまり高くなく、基礎技術力は国内民間企業に培われてい

ると言える。また、国際的競争力の向上ととも、米国から自由化を強いられて

おり、基礎技術力の収得が対外関係を変えるまでになり、国内政策にも大きな

変革をもたらしている。この変革を乗り切れるかどうかは、真に基礎技術力が

付いているかどうかにかかっている。このような理由により、韓国はすでに「持

てる国」として位置付けることができる。

　2．台　湾

　韓国と並び注目を浴びているのが台湾である。同じNIES諸国でありなが

ら、韓国と台湾はシンガポールと香港とは違い、急速な工業化の結果、第三次

産業よりも第二次産業のウェイトが高まっている岡。図8は台湾の工業化の歴

史を示し、それによると、台湾の工業化の歴史は1950年代の輸入代替期から始

まった。この時期は米国に依存しつつ、戦後の国営企業を民営化し、産業保護

政策により食品加工・紡績・化学肥料工業等を発展させた（30。この期の後半か

ら貿易赤字拡大や国内市場飽和などの輸入代替の弊害が現れ、輸出振興策を導

入し始めた㈱。この期のGDP成長率は、7．6％と韓国よりも4．3％も高いもの

であった。

　60年代は輸出促進期である。60年の投資奨励条約の公布、66年の高雄輸出加
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表1：アジア諸国における外資系企業のシェア

（単位：％）

外資系企業のシェア
年

生　産 輸　出 一雇　用
備　　　　　考

韓　　　　国 78 19．5 22．7 9．5 製造業

台　　　　湾 85 39．9 8．5 製造業

香　　　　港 85 19．6 10．2 製造業

タ　　　　イ 83 6．2 13．6 0．3 日系製造業

マレーシア 85 8．0 64．0 全産業

インドネシア 83 11．9 27．7 全産業

フィリピン 86 35．1 上位1，000社

日　　　　本 84 1．4 2．3 0．4 全産業、年度

ア　メ　リ　カ 85 7．9 9．4 7．4 製造業

（備考）1．生産：韓国、インドネシアは付加価値生産額。マレイシアは、86

　　　　　　　　年日系製造業生産額。タイは、出荷額。フィリピン、日本、

　　　　　　　　アメリカは、販売額。

　　　2．雇用：マレイシアは、投資承認企業の採用予定者数。

（資料）各国貿易統計、韓国経済企画院、台湾経済部、香港政庁、マレイシア

　　　工業開発庁、Mahal　Kong　Philipinas　Foundation．　Inc．、アメリカ

　　　商務省、マレイシア日本人商工会議所、バンコク日本人商工会議所、

　　　大蔵省、通商産業省等。

出典：通商産業省「アジア太平洋経済の現状について」

　　　昭和63年10月7日。
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工区の設置により、特定の重点産業育成政策ではなく、単一為替レート、保税

工場、倉庫制度、輸出加工区の設定により輸出促進型外資の積極的導入を行っ

た。それにより、繊維、プラスチック、電気・電子の産業が育成され、その後

方産業として化学産業が成長した働。輸出指向工業化への転換は韓国と時を同

じくするが、韓国とは違い台湾政府の優遇は特に金融面でうま味がなく、むし

ろ民間中小企業を中心に自然発生的に輸出部門への参入が起こった。中小企業

は、資金力が無く、労働集約的産業に集中し、輸出産業への転換は、多国籍企

業との合弁や提携を通じて行われた㈲。直接投資受け入れ額は、高雄輸出加工

区設置の翌年の67年頃から増え始め、70年の台中・楠梓輸出加工区の設置によ

りピークを迎えるω。

　70年代は輸出促進・第二次輸入代替期に入る。この時期は10大プロジェクト

の7つを社会資本に向け、同時に、中国鋼鉄、中国造船、中国石油の3大公営

企業を設立し重化学工業化に取り組んだ。韓国は、これを外国からの借款によ

り民間大企業を中心に強引に誘導したのに対して、台湾はプロジェクト自体が

少なく、国営企業により自己資本で行った。この当時の政策により小数巨大公

営企業とリスクの小さい軽工業部門での民閤中小企業群という構図ができあが

った。しかし、77年の投資条例改正により、高付加価値型の産業に対するイン

センティブを拡大し、中小企業の高度技術の吸収を日本企業との資本・技術提

携により奨励したω。この結果、投資受け入れ額は73年に急増するが、その直

後のオイル・ショックにより75年まで低下する。しかし、その後は主に米国と

日本の投資により順調に伸びる㈲。

　80年代に入り国内的に貯蓄過剰が構造化し、地場産業を活性化するために82

年にはエレクトロニクスや機械産業を策略性工業に指定し、金融面におけるイ

ンセンティブを設けたω。図1の1千万ドル以上の投資によると、82年には日

本の投資がその主流をなす（米国の1．9倍）。しかし、図2によると国際経済構

造の変革により87年には日本の投資も増え（82年の2．6倍）、それ以上に米国の

投資額は、82年の5．2倍にも増えている。しかし、これらの動きも地場産業への

刺激は弱く、また、軽工業で発展した企業は、重工業への投資意欲も弱いもの

であった。
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　80年代後半には貿易黒字が累積し、87年には一人当りの外貨準備高は世界一

となった。貿易摩擦や国際経済関係を調和させるため、台湾政府は86年に金利

の自由化、対外証券投資の自由化、サービス業の外資への解放、そして、海外

投資促進に転じた㈲。対外投資は80年から増え始めるが、86年に入り前年の約

4．5倍に急増している。59年から87年の累積では、米国（62．2％）、インドネシア

（7．6％）、タイ（5．5％）、マレーシア（2．1％）、フィリピン（2．1％）、シンガポー

ル（1．8％）を占め、87年には対外投資額は1億275万ドルで、米国68．1％、マレ

ーシア5．7％、フィリピン2．6％、シンガポール1．3％、インドネシア0．9％とな

っている。アメリカは電気機器・電子、化学、プラスチック、貿易、食品、金

融保険業を主流として、マレーシアには電子・電器、金属、サービス産業、タ

イにはプラスチック、食品産業、フィリピンには化学、貿易業、シンガポール

には非金属、電子・電器、プラスチック産業、インドネシアには紙製品、紡織、

化学、食品、非金属産業への投資がなされた㈹。

　すなわち、台湾は韓国と良く似た形態で経済発展を成し遂げるが、実際の政

策においては、韓国の重点産業政策型ではなく、市場動向追随型産業政策と呼

ぶことができる。50年代後半の輸入代替産業政策と国内産業保護政策を行うが、

それらの政策の弊害が現れ、それに対処するために輸出指向工業化に切り替え

た。輸出産業における外資の積極的導入と民間中小企業の自然発生的参入によ

り台湾の工業化に成功する。これは、台湾の基礎技術力の蓄積が、政府の直接

投資政策よりも、むしろ民間の自発的な努力によるところが大きいと考えられ

る。80年代後半には貿易黒字が累積し、自由化政策のもとで米国やASEAN

に自国の多国籍企業を送りだしている。表1によると、台湾の輸出における外

資系企業のシェアは39．9％と、割と高い数値を示しているが、雇用における率

が8．5％と低く、このことから、多国籍企業への依存度は高くないと言える。ゆ

えに、台湾は、より市場追随型の政策により、国内民間企業の基礎技術力の蓄

積に成功し、自国の多国籍企業を持つまでになった。十分に、基礎技術力の「持

てる」国として見ることが出来る。
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　3．香　港

　香港とシンガポールは都市国家であり、その地理的状況から台湾や韓国と違

い、第二次産業も盛んであるが第三次産業が主流をなす。また、香港において

は、1997年の中国への返還問題において中国と英国間での合意が84年成立し、

貿易と投資において中国への橋渡しとしての役割が期待されている。

　1949年の中華人民共和国成立後、上海からの移民労働者と資本をもとに繊維

産業を中心にした工業化が行われた。50年代には朝鮮戦争の特需、国連による

中国への輸出禁止措置、先進国の高度経済成長、発展途上国間での少ない競争、

輸出特恵協定等の要因が、繊維産業を国際市場追求型の製造業として発展させ

ていった㈲。59年の英国向け綿製品輸出自主規制、62年には長期綿製品取り決

めによる規制等の貿易紛争に直面するが、生産性の向上と綿製品以外の製造に

よる商品の多様化で対処し、繊維産業は安定成長した。70年代には国際繊維貿

易取り決め（MFA）、台湾・韓国の輸出攻勢、　ASEAN・中国・インドの追

い上げ等の厳しい国際競争に直面するが、より付加価値の高い川下へと指向を

強め、加工部門へと特化していった。80年代の国際分業体制の変革への対応策

は、他のNIESのように政策的に重工業、もしくは、ハイテク産業へと高度

化を図るものではなく、1）中級品市場を狙った衣服への特化、2）委託加工

を通しての中国との分業、3）スリランカ、サイパン、ジャマイカ、モーリシ

ャスなどのクォータ割当のない国での生産があげられる㈹。

　早い時期から香港政庁は、経済活動に対する介入を最少限に押え、低税率で

自由放任主義政策を取った。ゆえに、外部環境の変化に自助努力で柔軟に対処

できる中小企業が地場産業の中心となり、50年代の懐中電灯、60年代の玩具、

香港フラワー、70年代のかつら等のヒット商品がその現れである㈹。これらの

魅力的なビジネス環境、優れたインフラ、低い労働賃金を求めて直接投資の受

け入れが増え、その業種別投資額は、60年代には原料別製品（糸、織布）25．7

％、機械類2．7％となっている。しかし、繊維における貿易摩擦の影響から機械

類の投資が徐々に増え、75年には前者13．5％、後者14．6％、その後85年には、前

者9．9％に対して後者22．2％となっている（5①。また、近年になり産業の高度化を

進めるため、政府は外資に対する有望産業の提示、工業団地の設営、団地使用
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優先条件を付けるなどの政策をも実施している。

　香港の製造業における海外直接投資（フロー）受け入れ額を、国別に見ると

81年には米国と日本、84年と86年には米国、そして、87年には日本の投資が急

激な伸びを示している。図1と2の1千万ドル以上の投資を見ると、米国の87

年の投資は82年の1．3倍にしか増えておらず、日本の場合は33．8倍と急激な増加

傾向を示している。また、NIESやASEAN諸国からの投資は、80年には

フィリピン、81年には台湾、シンガポール、83年には台湾、84年にはシンガポ

ール、フィリピン、また、86年には中国、87年にはシンガポール、フィリピン

が増えているが（図5）、大きな動きではない⑳。

　87年末における製造業への投資残高は、米国が76億9，500万HKドル（36．4％）、

日本が56億900万HKドル（26．6％）、中国17億3，900万HKドル（8．2％）で、業種

別ではエレクトロニクスが全体の40．3％を占め、繊維・衣料品の9．6％、電気製

品の8．6％、化学製品の7．7％となっている働。エレクトロニクス関係は、日米

投資が多く、日本の場合には中国進出の可能性をも考慮に入れた中小企業の進

出が多くなっている。中国から香港への投資は年々増え、金融、商業、貿易等

の第三次産業から製造業へ移行しつつある。図5に見られるように、あまり大

きな動きではないが、台湾の87年の外貨管理緩和措置により、香港への資金の

流入が活発になり、直接投資も増加している。また、韓国からの香港投資も、

対中貿易関連や電子産業関連の投資で増えつつあると言われている（53）。

　香港は早くから海外直接投資を行っており、その傾向は益々強くなってきて

いる。米国の香港に対する特恵関税の廃止により、以前にも増してASEAN

地域への生産拠点の移動が起こっており、同様に、香港での労働力不足、賃金

の高騰、輸入原材料の高騰に対処するために、労働集約産業は中国南部にも移

動している154）。図3と4の5千万ドル以上の投資に見られるように、82年に既

に巨額の投資が中国になされ、87年には2．4倍に増えており、また、インドネシ

アにも巨額の投資が行われるようになった。　　　t－．

　すなわち、香港政庁は、経済活動に対する介入を最小に押え、低税率で自由

放任主義を取った。その結果、外部環境の変化に自助努力で柔軟に対処できる

中小企業が育っていった。最近になり有望産業の提示等を行っているが、基本
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的には国際分業体制の変革への対応は、重工業や高度技術産業の育成を図るも

のでなく、直接投資の受け入れと現地企業の市場での対処に頼っている。この

国への製造業を中心とした日米投資と地場産業のダイナミックスから、かなり

の基礎技術力が培われていると判断できる。しかし、表1から判断して、外資

系企業の雇用におけるシェアーは10．2％と低く、必ずしも多国籍企業への依存

度は高くないが、はたして、これらの企業を国内に止めておくことができるか

どうか、地場産業に時代の流れに沿った技術力があるかどうか、また、97年の

中国への返還を目前にして、内資や外資企業が流出しており、次世代に必要な

基礎技術力が培われるかどうか判断が難しい。このような状況から香港は、基

礎技術力に「固執しないNIES」と呼ぶことができる。

　4．シンガポール

　1959年8月に英国より自治権を獲得したシンガポールの経済発展は、おおま

かに三つに分けることができる。1）輸入代替工業化期、2）その挫折から労

働集約型輸出工業を確立させた時期、3）労働集約型から資本集約型へと産業

の再編成を開始してから現在まで㈲。

　1961年には第一次工業開発5ケ年計画を策定し、その推進母胎としてEDB

（経済発展局）を設置した。基本的にその工業化は、マレーシアの市場を対象

とした輸入代替工業化であり、63年のマレーシア連邦への加盟がその将来を約

束するように見えた。しかし、政治的・人種的対立から65年に分離独立し、計

画の見直しを余儀なくされた。市場を失い、零細企業と商業資本しか持たない

シンガポールにとり、輸出工業の育成は多国籍企業に頼るしか方法がなかった。

68年に現在の外資関係法令の基礎となる経済拡大奨励法を制定した。外資と内

資の区別をしない解放的な政策、工業団地の設営、投資環境の整備により外資

の積極的な導入に成功した。60年代末から73年にかけて、石油精製、造船、電

機、機械、金属などの重工業部門への外資の進出が見られ㈹、中でも70年代の

シンガポールをリードする石油精製業における外資の導入は、シンガポールを

世界3番目の石油精製基地にまで発展させた（50。また、同時に造修船業はタン

カーの増加に伴い伸びていった。この分野における公営企業の役割は大きく、
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戦略産業における工業化は政府資本で行われた。外資導入に成功し、70年には

法律の一部を改正し、外資の選別規制を行い始めたが、外資の受け入れ額が減

少し、今までの積極的導入の姿勢を継続する結果となった。

　72年に完全雇用状態を達成し、それ以降労働力の不足は深刻化してくる。政

府は産業の高度技術化を奨励するため、79年から高賃金政策を実施した。採算

の取れない企業は、オートメ化や低賃金国への移転を余儀なくされた。同時に

外資の選別的誘致が開始され、81年の10ケ年計画では将来の成長分野を1）頭

脳サービス、2）化学製品、3）バイオテクノロジー、4）エレクトロニクス、

5）精密工学製品と策定している。この目的を達成させるため、税額控除、奨

励金の供与、教育・訓練センターの充実等の政策が実施されている㈱。

　85年には独立後初めてのマイナス成長（－1．8％）を記録し、商工省の特別経済

委員会からの答申にもとづき製造業中心の工業化政策から、パイオニア・ステ

イタスのサービス産業への適用、カウンター・トレードの振興、企業内の資材

調達事務所や地域統括本部の設置の奨励、単なる生産拠点からトータルなビジ

ネスセンターへの転換を奨励している。87年には、コンサルティングやエンジ

ニアリング・サービスにも輸出奨励措置を適用、88年には二重の税額控除制度

を導入している側。

　シンガポールの海外直接投資（フロー）受け入れ額は、80年から84年までは

投資額が少しずつ増加しており、米国からの投資が重要な位置を占めている㈹。

これはシンガポール政府のハイテク指向が、米系多国籍企業のアウトソーシン

グ拡大の時期にあたっており、コンピュータ関係を中心とする投資が増えたた

めである㈹。85年の不況により投資額は急激に低下しているが、86－87年には

以前よりも急勾配で伸びている。この伸びは今までの米国からの投資に加え、

日本からの投資が増えたためである。図1と2の1千万ドル以上の投資を見る

と、82年の米国の投資流入額は、日本の10．2倍にもなっているが、87年には日

本の額が米国とほぼ同額となっている。日本の投資分野は電気・電子、化学、

米国は電気・電子、通信機器、精密医療機器、ECからは電気・電子、事務用

機器となっている㈹。日本からの投資の特徴は、1）製造業が減少し、非製造

業への投資増、2）資材調達事務所や地域統括本部などのサービス関連活動の
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表2：製造業における外資系と現地系企業の貢献（1982）

Item Amount
Indigenous
bontribution（％）

Foreign
bontribution（％）

Establishments　a 3，586 75 25

（Number）

Worker　employed 2，755 45 55

（thousands）

Output 17．0 37 63

（U．S＄bn）

Value　Added 4．4 35 65

（U．S＄bn）

Direct　ExportSb 10．2 28 72

（U．S＄bn）

Empolyees 1．5 43 57

　　　　　　　　●窒?高tnerat10n

（U．S＄bn）

Undistributed 22．9 30 70

Pre－tax　Profits

（U．S＄bn）

Capital　Expenditure 1．0 37 63

（U．S＄bn）

Source：Calculated　from　Singaporean　Department　of　Statistics，　Report　on

　　　　　　　the　Census　of　Industrial　Production，1982，　Table　6．

Notes：a－those　with　10　workers　or　more

　　　　　　　b　－i．e．　excluding　entrepot　trade

出典：Dipti　Virmani，　ctReappraising　the　role　of　multinational

　　　　　　　corporations　　in　　the　　industrialization　　strategy　　of

　　　　　　　Sinagpore，　ttMaster’s　Thesis　at　the　Graduate　Scnool　of

　　　　　　　International　Relations，　International　University　of

　　　　　　　Japan，　p．70．
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活発化、3）R＆Dやハイテクなどの知識集約部門への投資増（NECのソフ

トウエア開発、松下電子工業によるLSIデザインセンター）㈹、4）第三国市

場を目的とした投資の減少（42．8％から26．7％）と日本への輸出基地としての

投資の増加（9．7％から16．7％）㈱、および、5）労働集約形の国外移転の加速

化である（65）。しかし、これらの動きもASEAN諸国の動向とも密接な関係が

有り、将来、再調整も必要となってくる。

　図1と2からシンガポールの海外投資は、82年にはタイに多く見られたが、

87年には、韓国、香港、インドネシア、マレーシア、中国へと多様化し、投資

におけるNIESやASEANとの依存関係を高めている。

　すなわち、シンガポール政府はある一定の産業政策を持ちながらも、その政

策は内資と外資を区別しない解放的なものであり、むしろ、環境整備等により

多国籍企業に依存する形態での経済発展を成し遂げている。表2によると、55

％の雇用、65％の付加価値、72％の輸出が多国籍企業によるものであり、アジ

アの中では一番依存度が高く、製造業における地場産業の基礎技術力の育成に

はあまり注目していないと言える。もし、地場産業に基礎技術力がなければ、

多国籍企業は、将来労働力の安いASEANや中国へ移動し、製造業の喪失に

つながる可能性もある。その点、シンガポール政府は既に資本・知識集約的多

国籍企業の誘致へと政策の転換を図っている。ゆえに、シンガポールは香港よ

りもより基礎技術力に「固執しないNIES」と呼ぶことができる。

C．ASEAN諸国と中国
　1．インドネシア

　1949年にオランダから独立、スカルノ初代大統領のもとで数々の経済開発計

画が策定されるが、生産加工センターの設置や繊維工業の近代化に進展が見ら

れただけで、57年オランダとのイリアン紛争に突入した。　「ガイディド・エコ

ノミー」のスローガンのもとでオランダ資本の接収や企業エステートの国有化

が行われ、ベンテン計画で中国系資本を土着民族資本へ移譲する試みがなされ

た。しかし、これらの試みは失敗し、63年の対マレーシア経済断交により西側

諸国からの援助が停滞し、近代化計画は遂行不可能となった。スカルノ政権の
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もとでの軍事費増大、通貨の乱発、物不足による超インフレが生じ、経済は破

綻した㈹。

　スハルト大統領は、67年の「外国投資法」と68年の「国内投資法」を施行し、

内外からの民間資本を導入した。特に前者は優遇措置と企業権利の保護を強調

し、数多くの多国籍企業の導入に成功した。インドネシアの直接投資（フロー）

受け入れ額は、67年から73年まで順調に伸び、また、オイル・ダラーの流入に

より74－75年には投資額が急増している。特に日本からの資源関連や輸入代替

による川下の製品の製造業への投資が大きな増加要因となっている。NIES

からの投資も増えているが、これは繊維摩擦を回避しようとしている香港の投

資が増えているからである。また、この時期には額は少ないが、フィリピンと

マレーシアからの投資も増えている㈹。しかし、国内では経済ナショナリズム

の台頭により学生運動が激化し、71年には選別的外資導入政策を実施し始める

が、多国籍企業によって生じた貧富の差、中国系資本の活躍、政府役人の腐敗

等を問題として74年に再度学生運動や暴動が激化した。特に田中暴動の後、政

府は現地化政策を発表し、外国人雇用規制、合弁企業化、10年後の現地資本51

％、プリブミ化等の規制が出された。加えて、76年には自動車産業や二輪車産

業に対するローカル・コンテスト化が指導され、他の産業にも適応されていっ

た。また、77年からは外資導入産業におけるプライオリティ・リストが発表さ

れ、多国籍企業導入にも経済発展政策に沿った形での導入が強化されていった。

これらの投資規制政策と国際経済の停滞のため76－77年には投資が激減してい

る。また、70年代後半から80年代前半にかけて日米両国の投資が停滞気味とな

る。図1の1千万ドル以上の投資を見ると、82年には日本から1．36億ドル、米

国からは0．35億ドルと日米両国が投資の主流を成していた。84年からの長期不

況により投資は減少し、それを受けて政府は数々の投資関連法の改革を行う㈱。

84年には法人税を下げ、投資優遇措置を廃止し、投資関連手続きの簡素化を実

施、85年には人の現地化における規制を緩和、86年には輸出・再投資促進策、

外資比率の規制緩和が実施された。しかし、タイやマレーシアのように資本の

現地化や合弁規制を緩和しようとはしなかった。その結果、87年には図2のよ

うに日本の投資が5．12億ドルと82年の3．8倍と増えるが、これは、タイの12．5倍
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（82年の20．0に対して87年の250）には及ばず、タイが日本企業の注目を浴びる

ことになる。図6によると米国投資は一〇．62億ドルと撤退傾向を示しており、

インドネシアにおける日系多国籍企業の影響がますます強くなっていることを

示している。図2によると香港、シンガポール、韓国からも投資が増え、88年

には過去最高の投資受け入れ額を示すが、新規・拡張投資額によると台湾から

の投資が大量に流入し、また、香港、シンガポール、韓国からも日本と同じぐ

らいの新規・拡張投資を行っている。88年は輸出指向型とレジャー施設への投

資が増え、工業投資では化学、繊維、木材加工、機械機器、金属製品に多く見

られる㈹。既存企業のなかでも輸出部門を拡充する傾向があり、また、繊維産

業も輸出指向型に転換して成功している㈹。

　図5によると82年にはインドネシアの投資は、マレーシア、フィリピン、タ

イに、図6によると87年にはマレーシアやフィリピンに見られるが、少額であ

る。これは、インドネシアの企業は、海外に直接投資をするに必要な比較優

位をまだ持ちえていないことを示す。また、表1においても雇用における外資

系企業のシェアは、27．7％と高く、多国籍企業への依存度が高いことを意味し

ている。このことから、インドネシアには未だ基礎技術力が培われていないと

言える。

　すなわち、インドネシアのように基礎技術力を「持たざる国」は、輸入代替

産業政策を取り、多国籍企業を導入することにより技術移転をさせようとして

いる。インフラや環境の未整備な国においては、他国との誘致競争に勝つた

めには、税控除等のインセンティブが必要である。しかし、誘致に成功する

と技術移転を早めるために現地化政策を実施し、経営ノウハウ、技術、資本

の現地化を推進する。インドネシアは、投資額の増加とナショナリズムの台頭

により、67年の投資誘致政策から70年代の投資規制政策に変えた。しかし、70

年代後半から80年代前半にかけての投資の激減により、84年以降投資政策を改

革し、規制の緩和、手続きの簡素化を行うが、資本の現地化と合弁規制は緩和

されず、ASEANの中では一番厳しい投資規制を行っている。これは、多国

籍企業から技術と経営権を移転し、基礎技術力を地場産業や自国民に養うこと

により基本的に多国籍企業依存型の経済から脱却することを目的としている。
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国際・国内経済の動向を背景に「持たざる国」と多国籍企業との間で、基礎技

術力を培うためのバイラテラル・バーゲニングが行われていることを意味する。

　2．マレーシア

　マレーシアの工業化の歴史は1966年の第一次マレーシア計画期から始まる。

輸入代替工業が振興され、ゴム加工、肥料、農薬、食品などの第一次関連産業

が主流であった。しかし、市場の狭さから68年には投資奨励法により、他のA

SEANよりも早く外資の導入による労働集約的輸出産業の育成を図った。71

年の新経済政策により投資奨励法が改正され、国内に競合業種の無い製造業に

インセンティブを与え、72年にはフリー・トレード・ゾーン（FTZ）が創設

され、100％の外国資本率をも許可するに至った。特に72－75年の短期間に、米

系の半導体メーカーは集約的にFTZに投資を行い、日系企業にしても繊維や

家電の輸出指向の投資、また、国内市場向けの繊維、電機・電子、石油、化学

などの企業進出が顕著であった⑳。また、新経済政策は、貧困の撲滅と民族間

の経済格差の是正を目標としており、政府が積極的に「マレー人優遇策」を導

入した。ブミプトラ政策として数々の現地化への規制が行われ、外資比率の規

制、従業員構成の人種的配分、部品の国産化、現地資金調達規制等が行われた。

77年頃から現地資本の供給に限界を認識し、外資比率の規制は弾力的に運用さ

れるようになるが、部品の国産化に関する現地化のプレッシャーは強くなって

いった。また、70年代中頃は、産業調整法や石油開発法によって外資に対する規

制を強め、投資が低迷した㈱。

　80年代前半における第4次マレーシア計画において政府主導の重工業政策、

FTZ産業と地場産業のリンク、資源依存型産業の活性化が試みられた。80年

代のマレーシアの直接投資（フロー）受け入れ額は、図1の1千万ドル以上の

投資によると、82年には日本が主流であるが、図5によるとASEANやNI

ESからの投資も各々少々であるが受け入れている㈲。日本の投資の場合には、

82－83年は建設業、貿易、商業、金融、保険などの非製造業が中心となり、83

年にはプロトン・サガ社への投資が大きい㈹。NIESの中ではシンガポール

からの投資が多く、これは、労働力不足に悩む多国籍企業が低賃金労働者を求
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めてマレーシアに投資したものである。また、ASEAN間でもかなりの投資

活動が見られ、フィリピン、タイ、インドネシアからの投資が行われている。

　マレーシアのGDP成長率が84年の7．8％から85年の一1．0％に下落し、投資

規制法は極力緩和される。86年には税優遇措置の拡大、外資比率の規制緩和（初

期投資段階で投資比率が決まり、一定期間内の資本の現地化は廃止された）、現

地資金調達規制の緩和、輸出産業優遇措置が行われた。この様な課程において、

ブミプトラ政策や新経済政策は骨抜きになっていった。国際分業体制の変革と

このような国内情勢を反映して、87－88年には投資額が急増した。図2で解る

ように、87年には日本、シンガポール、台湾の順で投資が増えている㈲。日系

においては、電気・電子メーカーの第三国向け輸出拠点として拡張されている

ものが多く、半導体産業だけではなく、エアコンも世界第三位の輸出国となっ

ている。また、自動車関連部品の供給を中心とする輸送機器分野における進出、

安い労働力を求めてシンガポールからの投資、大手家電メーカー関連、あるい

は、独立型の中小企業の進出が増えている㈹。また、台湾の投資は88年にも急

増している㈲。これは台湾技術で家具を製造し、輸出しようとする新しい輸出

産業として注目されている㈹。また、タイやインドネシアからの投資も88年に

なり急に増えている㈲。

　図6によると87年には、マレーシアからフィリピンやタイに投資されている

が、これらは少額であり、マレーシア企業の比較優位のなさを示している。ま

た、表1の雇用における外資系企業のシェアーは、64．0％と極めて高く、多国

籍企業への依存度が高いことを示している。このことから、マレーシアの製造

業は、多国籍企業の誘致による輸入代替・技術移転期であり、また、輸出指向

型産業の育成も多国籍企業に依存しており、未だ基礎技術力が培われていない

と言える。その点、新経済政策下での外資規制が85年以降緩和され、魅力的な

投資環境となったことは、85年以降の国際分業体制の変革をフルに利用するに

至っているが、巨額の投資を受け入れた今、多国籍企業への高い依存度の解消

やより早い技術移転への要求が再燃してきている。すなわち、国内産業の基礎

技術力の育成という点に再度焦点が当てられつつあるように思われる。
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　3．フィリピン

　第二次大戦後、米国はフィリピンに対して政治・経済の両面において支援を

行い、1946年の「フィリピン復興法」や47年の米国民を内国民扱いとするラウ

レル・ラングレー協定を通して強い影響力を行使した。米国の援助によりAS

EAN諸国の中ではフィリピンが工業化への着手が一番早く、1950年代ですで

に国民所得に占める工業部門の割合は20％を越え、アジアでは台湾に次ぐ高さ

であった。50年の国際収支対策として実施された為替・輸入規制は、結果的に

輸入代替産業の開発に刺激を与えた。しかし、これらの軽工業の発展は組立産

業に過ぎず、国内産業との連関は薄いものであった。また、フィリピン政府は

農産物の多様化や第一次産品の加工輸出を重要視せず、結果的には慢性的な国

際収支の悪化に導いてしまった㈲。このような状況を打破するため、マルコス

政権は68年に新投資奨励法を制定、72年には戒厳令により投資環境を安定させ、

また、輸出加工区で輸出指向産業の育成を図った。また、74年のラウレル・ラ

ングレー協定の廃止を契機に日本、香港、EC等の投資国の多角化を行った⑳。

フィリピンへの投資は、マルコス政権の戒厳令から徐々に投資が増え、協定の

廃止により日本からの投資が急増する。70年代における日本の投資は、家電、

自動車、化学繊維などで、輸入代替工業へ主に向けられた。その後日本の投資

は低迷するが、80年あたりからは米国半導体産業を中心とする電気・電子産

業の投資が増えてくる働。

　世銀やIMFからの借入れによる政府主導型の開発政策は、二度のオイル・

ショックにより国際収支が一挙に悪化、83年のアキノ事件をきっかけに債務危

機が起こり、フィリピン経済は破綻する。図1の1千万ドル以上の投資を見る

と、82年には日米の投資が主流であった。アキノ政権になり外国投資の回復が

起こり、米国、日本からの投資も戻り始め、また、新しくNIES諸国からの

投資が参入してくる。図2によると、87年の投資は米国が一番高く、そして、

日本と香港が同じ位の投資を行っている。88年10月まで米国の投資は前年の3

倍にもなり、日本は3．8倍にもなっている㈱。米国の場合、石油精製、食品、電

子産業の設備拡張投資、日本の場合は電気・電子、化学、食品の輸出生産拠点

化のための設備拡張や台湾からの工場移転、そして、自動車の新規投資である。
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また、台湾からの投資が前年比12．3倍、香港からの投資が86年の3．3倍となって

いる。前者の場合、大企業の大型石油化学投資と小企業による軽工業と水産養

殖が中心である。後者の場合、大型の食品、化学、金融、縫製業投資である（80。

　すなわち、フィリピンにおける投資活動は、基本的には米国多国籍企業が主

流をなし、74年より日本、香港、ECからの投資を受け入れ多様化した。83年

の債務危機を脱し、88年には日米企業の投資が拡大し、また、香港や他のNI

ESからの投資も急増する。表1が示すように生産に占める外資系企業のシェ

アーが35．1％とシンガポールに次いで高く、多国籍企業への依存度は高い。ま

た、タイやマレーシアと違い、経済の再建のため輸入代替産業の再構築が急が

れ、輸出指向型産業への転換には時間がかかりそうである。図2によるとフィ

リピンは、香港への投資がかなりの額にのぼるが、比較優位は弱く、基礎技

術力を培うには時間がかかるものと思われる。

　4．タ　　イ

　タイの工業化の歴史は、1953年の国営企業設立法により政府主導の工業化を

試みるが、新設された80ほどの国営企業は非効率であった。62年の産業投資奨

励法によって政策転換が図られ、民間資本の保護育成、外資の積極的導入、長

期経済計画を柱とする民間企業中心の工業化政策が取られた。この時期から70

年代初期まで日米企業の進出が多く、日系企業は製造業を中心に、米系企業は

エネルギー部門を中心に投資がなされた。この時期の工業化を支えたのが、輸

出用一次産品の多角化、米軍のベトナム特需による外貨収入、政府の均衡財政

と物価安定政策であった。また。70年代後半から政府は、重化学工業化へのプ

ロジェクトを開始した㈲。73年から77年までは選別的投資奨励法、オイル・シ

ョック、インドシナの社会主義化のため投資は激減し、78年から回復する㈲。

タイへの直接投資（フロー）受け入れ額は、図1に見られるように82年の額は

少ないが、日本、米国、香港が主流を成し、米国は鉱業とサービス業、日本は

国内市場指向型の製造業、建設業、小売業での進出が多い。また、78年から83

年で目立つのは、NIES投資であり、79年の台湾や香港、81年のシンガポー

ル、82年の香港、84－85年の台湾、香港、マレーシアの華僑資本の投資活動が
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活発であった（8T。これらの投資は、個人投資家による繊維、食品、雑貨、サー

ビス業へのものである㈱。

　ASEAN諸国の80年代前半の経済成長の鈍化は、タイへも影響を及ぼすが、

他の国に比べさほど影響が大きいものではなかった。また、それ以上に、85年

9月の先進国通貨調整以降の国際経済構造の変革は、タイに有利に作用し、外

資による輸出拠点作りの投資が増え、その結果、工業製品の輸出も増加した。

87年と88年には、投資受け入れ額が急激に伸びており、図2に示されているよ

うに日本とNIES諸国からの投資がその主要因となっている㈹。また、NI

ES諸国の増加の主要因は、台湾からの投資である。88年1－9月の投資申請

は、日本255件、723億6，000万バーツ、台湾273件、395億1，500万バーツ、米国

86件、229億4，700万バーッ、EC86件、193億1，500万バーッ、香港82件、133億

3，000万バーッとなっている⑲①。86年及び87年1－6月の日本からの投資認可件」、

数83件の内60件が輸出指向型投資で⑲1）、業種別では電気・電子関係、輸送機・1

同関連部品、金属製品、繊維、農水産物・食品加工となっている。台湾からの

投資は、スポTツ用品、装飾品、身の回り用品、竹箸、ゴム手袋などが目立つ

ほか、ラウドスピーカー、扇風機、サーキットボードなどの電子・電気機器、

機械部品の進出も見られる。米国からの投資も、電気・電子、ゴム手袋、家具、

シューズ等の案件が見られる働。

　しかし、タイは、中国、フィリピン、マレーシアに投資をしているが、これ

らの額は微々たるもので、タイ企業の国際的な比較優位は高くない。また、表

1によると、83年のタイの外資系企業のシェアは低く、多国籍企業への依存度

は高くない。しかし、現在の投資ブームにおいては、この度合は益々高くなっ

てきていると考えられる。これは、他のASEAN諸国と同じくタイもまだ基

礎技術力を培うことに成功していないことを意味する。その点、外資規制が85

年以降緩和され、魅力的な投資環境となったことは、85年以降の国際分業体制

の変革をフルに利用するに至っているが、より早い技術移転と国内産業の基礎

技術力の育成という点に再度焦点が当てられつつあるように思われる。
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5．中　国

　中国は、1978年に直接投資導入政策を実施してから、79年から85年までに外

国投資に対する50以上の、また、外国企業の経済活動に対する150以上の法律を

作った。しかし、合弁（equity　joint　venture）への外国企業の参加は、83年末ま

ではたった112社であり、中小規模の投資がほとんどであった。これは、世界経

済活動の低下、80年代初期の経済調整によるプロジェクトの廃止、インフラや

法制度の未整備、法律の諮意的運用、投資手続きの煩雑さ、外貨調達の難しさ、

原材料や部品調達の難しさ等の数々の問題を抱えていたからである㈹。このあ

と、数々の改革が実行され、投資額は84年末には14．2億ドル、87年には37．2億

ドルまで増えている。図1でもわかるように、82年の主な投資は香港からで、

全投資額の50％以上を占め、日米も重要な投資国となっている。87年にはシン

ガポールも主要投資国に名を連ねるようになった㈹。87年の投資を形態別で見

ると、合弁企業19．5億ドル、合作経営企業12．8億ドル、100％外資企業4．7億ド

ル、共同開発465万ドルとなっている醐。また、日本からの直接投資は、88年上

半期で前年同期比120％増の86件、契約金額でも同92％増の9，890万ドルとほぼ

倍増している㈹。日本企業の投資業種は、機械、電気・電子、食品等であり、

韓国や台湾から移転してくる企業も現れている。これらの増加は、国際経済動

向の変革よりも、1）対外解放地区を拡大し、2）外国投資企業の認可権限を

計画単列都市の管轄に置き、3）投資環境の改善に努めたためである（90。しか

し、89年6月の学生の民主化要求運動から政治的混乱へと発展し、中国の投資

環境の未熟さを示し、近代化への大きなつまづきとなった。

　中国が直接投資を歓迎してから、まだ12年しか立っておらず、近代的技術の

移転の未だ初期段階であると考える。基礎技術力の養成は、これからの課題で

あり、アジアにおける「持たざる国」として長らく存在すると思われる。

IV．基礎技術力から見たアジアの投資依存関係の展望

　多国籍企業は、その国が基礎技術力を持っていようといまいと、経済活動を

刺激し、その国の技術力に大きな影響を与える。基礎技術力を「持てる国」で

は海外直接投資の誘致は、最先端技術の導入、技術交流、戦略的提携、開発コ
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ストの分担、弱体産業の強化等の利益をもたらし、当然「持たざる国」におい

ては、産業育成、技術・経営ノウハウ・資本の移転、市場形成、外国市場への

アクセス、雇用機会等をもたらす。　「持てる国」においては、多国籍企業は、

ある時には経済活動を刺激するビタミン剤であり、ある時にはカンフル注射と

なる。これは「持てる国」には基礎技術力を持った、あるいは、持ちつつある

自国産業が成長し、多国籍企業に依存する経済活動の割合が小さいからである。

しかし、反対に基礎技術力を「持たざる国」では、自国産業の成長が弱く、多

国籍企業に依存する率が高く、その動向が一国の産業育成傾向や国際分業体制

内での役割を決定するのに大きな影響を及ぼす。「持てる国」への海外からの

直接投資の影響はさほど大きくないと考えられるが、「持たざる国」において

は、多国籍企業が国際分業体制内での役割を規定する重要な要素となる。

　ある国が基礎技術力を持つことは、国際的な比較優位を持てる基礎を持つこ

とであり、基礎技術力が高ければ高いほどより多くの比較優位を持つことにな

り、最先端技術の場合には独占や寡占の状況も起こりえる。このような優位を

もとに、輸出や直接投資を通して国内や海外市場に主体的に影響を及ぼすこと

ができる。当然、投資における主体は、多国籍企業である。ある国が多国籍企

業化することは、国際分業の形態に、あるいは、海外市場の状況にも影響を与

えるのである。すなわち、基礎技術力の「持てる国」が多国籍企業化を生みだ

し、国際間の投資依存関係を作りだし、その依存関係が国際分業形態を規定し、

そして、「持たざる国」の基礎技術力に影響する。当然「持たざる国」の政府

は、基礎技術力をできる限り早く培うため、また、海外企業の国内経済への影

響を最小限に食い止めるため、国内産業政策と共に投資規制政策を実施し、バ

イラテラル・バーゲニングを行う。基礎技術力に「固執しない国」は、国内産

業の技術力を培う政策を取らず、多国籍企業に依存したり、国際市場に国内企

業が敏感に反応することにより、変革に対処していく。しかし、このような動

きもある一定の基礎技術力が必要である。それでは、各々のグループの状況を

把握し、投資依存関係を推定する。

A．基礎技術力を「持てる国」

一336一



　このグループは、米国、日本、韓国、台湾からなる。第一工業化国である米

国を除くと、戦後幼稚産業政策を取り、外国からの技術移転（日本の場合ライ

センシングにより、また、韓国・台湾の場合は、輸入代替産業政策により）を

奨励することにより基礎技術力を養うことを工業化政策のバックボーンとして

きた。また、原料を輸入する必要性から早期から輸出指向型の政策を取り、技

術導入と輸出指向型産業の育成を平行して行ってきた。韓国と台湾においては

技術導入は、60年代初期からの外資導入促進法により行い、その成果をもとに

70年代にはより高度な技術を取得するとともに、国内産業を保護するために選

択的外資導入を行っている。しかし、基礎技術力の収得に成功し国際競争力を

持ち始めた段階において、他の先進国から自由化を強いられている。

　それでは、「持てる国」がどの様な投資動向（フロー）を、特に1985年のプ

ラザ合意を挟んで、しているかを見てみよう。図3と4（5000万ドル以上）を

比較すると、この地域の投資活動の中心は当然日米関係であり、米国から日本

への投資は11．80倍、また、その反対は5．37倍となっている。確かに投資額にお

ける日米間の不均衡が存在するが、米国から日本への投資が増え始め、この図

ではそれを是正する動きが見られる。すなわち、日米投資関係の相互依存関係

が益々強くなってきていることが解る。

　韓国と台湾への投資を見ると、図3と4では米国のこれらの国への投資動向

は、85年前から強く存在し、87年には韓国に2．53倍、台湾に5．2倍と増えている。

図1と2によると日本の動きは、82年には5000万ドル以下と小さいものであっ

たが、両国の直接投資の自由化と円高の影響により韓国には12．27倍、台湾には

5．2倍と増えている。日本の投資は、韓国では米国よりも増え、台湾ではほぼ同

じ位の額である。この様な割合で将来も増えるようであれば、米国企業よりも

日本企業のほうがより密接な関係ができるように思われる。また、87年の業種

別投資を見た場合、韓国は、観光業、電子・電気機器、エンジニアリング、化

学、輸送用機器など、また、台湾は電子・電気機器、機械産業と高度技術を要

する業種への投資が多くなり、これらの国の技術力と国際分業体制のなかでの

製造業における位置付けがわかる。

　また、図3と4によると韓国と台湾から米国への直接投資は、82年には微々
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
たるものであったが、87年には5000万ドル以上の投資がなされている。これは、

米国に対してだけ言えることであるが、韓国と台湾が投資受け入れ国としての

依存関係から脱却しつつあり、投資国としての真の相互依存関係が出来つつあ

ることを物語っている。韓国の投資は、製鉄、化学、電子、建設関係、貿易を

中心として、また、台湾は、電気・電子、化学、貿易、食品等を中心としてお

り、高度技術を必要とする産業も含まれている。もし、これらの国が日本にも

投資をし始めた場合には、日米韓台の強い直接投資相互依存関係が成立する。

　図2では投資額は少ないが、韓国からインドネシア、台湾からマレーシアと

タイへの投資活動が描かれている。国際的な産業構造の変化、現地通貨高、労

使紛争、賃金上昇、政府の海外投資奨励に刺激され、労働集約度の大きい産業

は、韓国や台湾からASEANへ移動していることが解る。この動きは、ある

程度まで増えるが、はたしてどれだけの企業が直接投資をするだけの能力（資

本と経営能力）を持っているかが、将来の投資額を決定する要因となるように

思える。

　すなわち、85年以降韓国と台湾は日米投資相互依存関係を拡大した太平洋投

資相互依存関係の重要なパートナーとなり、トライパータイトの関係を構築し、

ASEAN諸国との関係も深めつつある。日本や米国からの多国籍企業の導入

により技術移転を行い、基礎技術力を養い、その結果、その技術力をもとに欧

米に投資ができるだけの競争力を持つまでになった。

　B．基礎技術力に「固執しないNIES」

　香港は、経済活動に対する介入を最小に押え、低税率で自由放任主義を取っ

ており、シンガポールは、外資と内資の区別をしない解放的な政策と投資環境

の整備を行った。香港においては上海からの移民資本をもとに、繊維産業が成

長したが、外部環境の変化に自助努力で柔軟に対処できる中小企業が育ってい

った。最近になり有望産業の提示等を行っているが、基本的には国際分業体制

の変革への対応は、重工業や高度技術産業の育成を図るものではなく、直接投

資の受け入れと現地企業の市場での対処に頼っている。それとは反対に、シン

ガポールは高度技術化政策を打ち出しているが、これは単に多国籍企業の導入
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をその方向に持っていってるだけで、地場産業を高度技術化させる政策ではな

い。すなわち、香港とシンガポールにおいては地場産業の成長を作りだし、時

代に合った基礎技術力を育成する政策を取っていない。このことから、両国は

基礎技術力に「固執しないNIES」と呼ぶことができる。

　図3と4によると、82年の両国の投資受け入れ動向においては米国の投資が

主流である。87年には日本の投資額は、韓国や台湾よりも少ないが、香港は、

33．8倍（図1参照）、シンガポール8．3倍と急激に増え、米国と同じくらいの投

資額となっている。香港への日米投資は、電子（40．3％）、繊維・衣料（9．6％）、

電気（8．6％）、化学（7．7％）である。シンガポールへの日米投資は、電気・電子、

通信機器、精密衣料機器、化学であり、また、資材調達事務所や地域統括本部

などのサービス関連投資である。これらの投資状況から韓国や台湾と同様に、

これらの国に高度の技術力が存在すると判断できる。しかし、多国籍企業への

依存度が高いことから、はたして地場産業に時代の流れに沿った基礎技術力が

あるかどうかは、判断が難しい。もし、地場産業に基礎技術力がなければ、多

国i籍企業は、将来労働力の安いASEANや中国へ移動し、製造業の喪失につ

ながる可能性もある。その点、シンガポールは、ASEANや中国からの追い

上げを感じ、すでに資本・知識集約産業への転換を図っている。

　多国籍企業への依存度の高いシンガポールの場合は、地場産業には基礎技術

力が欠如している可能性が高い。図2のインドネシアやマレーシアへの投資活

動は多国籍企業の関連投資が、米国への投資は非製造業が主流をなしていると

思われる。香港の投資活動は、図1によると82年には民族的つながりからタイ

への投資を行っており、図2では、フィリピン、マレーシア、インドネシアに

まで広がっている。これは繊維を中心とした地場産業が労働力の安い国を求め

て、国際競争力を保とうとしていることを物語っている。香港の基礎技術力を

持った産業は多国籍企業が大勢を占めており、商業資本や繊維産業を含めた中

小の地場産業は、国際分業体制の変革に対応するためにASEANや中国に進

出しているものである。

　すなわち、基礎技術力に「固執しないNIES」は、国際分業体制の変革に

応じて地場産業の基礎技術力の養成を行わないため、基本的な国際分業体制の
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変革は多国籍企業に頼っている。その結果、シンガポールにおいては地場産業

が育たず、投資政策を変えることにより多国籍企業の変革を早め、また、基礎

技術力の蓄積があまり必要でない非製造業における地場産業の育成を重要視す

る。同様に、香港においては、多国籍企業によって作られる国際分業体制の変

革に乗れない地場産業は、国際市場での競争力を保持するために、労勧賃金の

安い国に投資を行い、活路を見いだす。

　C．基礎技術力を「持たざる国」

　基礎技術力を「持たざる国」は、輸入代替産業政策を取り、多国籍企業を導

入することにより技術移転をさせようとする。しかし、多国籍企業を導入する

にはインフラや環境の整備が必要であり、これらの国は往々にして未整備であ

り、他国と導入競争を行うには税控除等のインセンティブが必要となる。しか

し、導入に成功すると、技術移転を早めるために現地化政策を実施し、経営ノ

ウハウ、技術、資本の現地化や他の規制措置を推進する。これらの規制は、多

国籍企業が国内で経済活動をする限り意味があり、撤退や新しい多国籍企業の

導入が難しい場合には無意味となる。これは、国内経済と国際経済の動向を背

景に「持たざる国」と多国籍企業のバイラテラル・バーゲニング・ゲームが行

われていることを意味する。

　ASEAN諸国における70年代のバーゲニングの方向性は、　「持たざる国」

の政府が投資へのインセンティブを示すと同時に、多国籍企業への規制を強め、

技術移転を早め、また、輸出指向産業の育成を行なおうとしていた。その時期

を代表するものとして図3（1982年）を見ると、日本の投資はインドネシア、

マレーシアへ、米国の投資はフィリピンへ流れている。しかし、85年の経済成

長の急激な低下により、特にマレーシアとタイは、投資規制を極力緩和し、税

優遇措置の拡大、外資比率の規制緩和、輸出産業優遇措置等を行った。インド

ネシアにおいても規制の緩和が行われたが、外資比率の規制は余り緩和されな

かった。この動きと相重なり、85年のプラザ合意での通貨調整が、特に日本の

国際分業体制の変革を刺激した。この国内と国際的経済要因がASEAN諸国

に三つの大きな変革をもたらした。第一は、日本企業のASEAN投資は、国
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内市場向けよりも輸出市場向けが多くなった。この内容的な変革は、ASEA

N経済を大きく変えるものであった。長年ASEAN諸国が輸出指向型産業の

育成を試みてきたが、これを多国籍企業が短期間に実現させてしまったのであ

る。図4から解るように87年の日本からの投資額は、インドネシアには3．8倍、

マレーシアには1．2倍、フィリピンは線が消え、タイへは（図5参照）12．5倍と

増えている。すなわち、タイの変革がASEAN内で一番目まぐるしいもので

あった。第二は、図5と6におけるASEAN諸国への日米投資を比較すると、

87年の日本の投資額は、米国の数倍（インドネシアでは米国が撤退傾向、マレ

ーシァでは3．77倍、フィリピンでは0．8倍、タイでは6．27倍）の投資が有り、米

国のASEANにおける立場の弱体化と日本の強化が起こっている。第三に、

図1と2のNIESの動きを比較すると、82年には香港の華僑資本が、タイの

華僑資本と協力して投資を行う形態が中心であった。しかし、87年にはその壁

を破り、NIES諸国からASEAN諸国への投資が大きく増えた。また、投

資環境の未整備な中国においても、香港と日本からの投資が急増している。多

国籍企業への依存度の高いASEANにとり、安い労働力を大量に抱える中国

が追い上げて来ないあいだは、多くの国からの投資が増えていくが、中国の動

きによってはASEAN経済の状況も変わるものと思われる。

　すなわち、基礎技術力を「持たざる国」は、技術力をつけるために多国籍企

業を導入し、現地化政策等で技術移転を促進しようとするが、国内や国際経済

の動向によりこれらの政策の効果は変わってくる。「持たざる国」にとり、多

国籍企業は経済発展に必要不可欠な存在であるが、多国籍企業の動向がその国

の輸入代替産業を短期間に輸出指向型産業へと変革せしめたように、その影響

力は大きなものである。その点、ASEANの輸出指向型産業への変革は、結

果は望ましい方向に動いたが、基礎技術力の重要性と多国籍企業の威力を証明

したように思える。すなわち、ASEANの変革は、基礎技術力を持ち合わせ

ていないがために、経済発展のために多国籍企業に頼らざるを得なくなり、そ

れらのストラテジーの変革がASEANの輸出指向産業への転換となったので

ある。また、当然これらの状況を作りだした一・因は、ASEAN諸国の投資政

策の変化でもある。　「持たざる国」は「固執しないNIES」にならない限り、
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基礎技術力の育成のためのバイラテラル・バーゲニングは、国内・国際経済の

状況により変わるが、続くものと思われる。

　図9が結果をまとめたものである。1）日米投資関係の相互依存が益々強く

なり、日米間の不均衡も是正方向に進み始めている。この投資関係がアジアで

は、コアーになり、第一相互依存関係を構成する。2）韓国や台湾の基礎技術

力の向上が進んでおり、日米の韓国、台湾への投資関係の強化が進んでいる。

また、米国とこれらの国との投資関係は、相互依存関係へと成長する兆しを見

せており、もし、将来、韓国と台湾の基礎技術力がより向上し、日本にも投資

を始めるならば、日・米・韓国と台湾のトライ・パータイトな投資相互依存関

係が構築されるかも知れない（第二相互依存関係）。3）基礎技術力に固執しな

い香港やシンガポールにおいては、地場産業の高度技術化は疑わしい。基本的

には、日米の多国籍企業を通してこれらの国との投資関係が構成される。これ

は、製造業投資においてはいつまでも一方通行であり、第一依存関係と名付け

る。4）米国とASEANとの投資関係は、弱体化しており、また、反対に日

本との関係が以前にも増して強化されている。四頭の竜（韓国、台湾、香港、

シンガポール）からASEANへの投資は、民族的つながりの壁を破り、全般

的に広がりを見せている。また、中国へは米国に加え、日本、香港、シンガポ

ールの投資が増えている（第二依存関係）。これらのことから、第一相互依存関

係を核とし、次に韓国・台湾の基礎技術力を供えたグループが技術力をもとに

した第二相互依存関係を構築する。その外郭に、高度技術を持った多国籍企業

を媒介体とした香港とシンガポールとの関係（第一依存関係）、そして、「持た

ざる国」として多国籍企業の関係を中心としたASEAN諸国や中国が存在す

る（第二依存関係）。これらの違った基礎技術力の状況が、将来、これらの国の

依存関係を益々強化していくが、基本的にはその依存関係の形態は変わらない

ものと思われる。しかし、依存関係の発達は、当然、国内・国際経済状態に大

きく影響されるが、特に日米関係においては日米交渉が、韓国や台湾において

は、これらの国の企業の多国籍化の能力（特に資本と経営能力）が、香港やシ

ンガポールにおいては、ASEANや中国の追い上げの度合と多国籍企業投資

の構造の変革度が、ASEANにおいてはバイラテラル・バーゲニングの成果
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と技術移転が、中国においては投資環境の整備と政治の安定度が、この構造の

進展や崩壊に大きく影響するものと思われる。

　図9：基礎技術力から見た日米、NIES、ASEAN、中国における

　　　　投資依存関係の展望

　　　　　第二依存関係
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　　達、3）電機・自動車を中心とする貿易摩擦の回避のための直接投資、

　　4）国内資金需要低迷に伴う海外子会社への投資が指摘されている。

⑳　岡田仁孝、85ページ。

⑳　日本貿易振興会、　「世界と日本の海外直接投資」1989年ジェトロ白書・

　　投資編、）（東京：日本貿易振興会、1989年）29ページによると、山一証

　　券の調査では、日本のM＆A件数は、1985年100件、1986年204件、1987

　　年228件、1988年8月末で199件と年々増加している。これらの60％が米

　　国に集中している。また、年々買収金額が大型化しており、1988年の大

　　型買収としてはブリジストンによるファイアストン社、西武セゾングル

　　ープのインターコンチネンタル・ホテル社の買収等がある。

⑳　「世界と日本の海外直接投資」29ページとYoshitaka　Okada，t’Technological

　　Development　and　Growth　of　Japanese　Integrated　Circuit　Firms：An

　　Exploratory　Study，”forthcoming　in　International　University　of　Japan，

　　Center　for　Japan－U．S．　Relations　Working　Paper，　p．109によると、自

　　動車産業では、GMとトヨタ、マツダとフォード、三菱とクライスラー

　　等で、半導体産業では、韓国の現代電子産業とテキサス・インストゥル

　　メント社、日立製作所とVLSIテクノロジー社、東芝とジーログ、富

　　士通とインテル、NECとMMI等が有る。
㈱　「世界と日本の海外直接投資」31－33ページ。

⑳　「世界と日本の海外直接投資」38ページによると、その良い例が、三菱自

　　動車工業のタイ合弁事業におけるカナダ向け輸出車である。この車には、

　　三菱自工系メーカーで作られたシンガポール製カーラジオ、マレーシア

　　製ドア、フィリピン製トランスミッション、オーストラリア製ホイール、

　　日本製エンジン、タイ製シャーシーが使われ、カナダでの販売は、資本

　　提携先のクライスラー社が行っている。

㈱　岡田仁孝、85ページ。

（26）「世界と日本の海外直接投資」、45ページ。
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⑳　通商産業省、「経済協力の現状と問題点」（東京：通商産業調査会、1988）。

⑳　岡田仁孝、87と92ページ

㈱　「経済協力の現状と問題点」

⑳　「経済協力の現状と問題点」

⑳　林俊昭編「貿易摩擦への対応」（東京：アジア経済研究所、1988）11ペー

　　ジ。

働　岡田仁孝、87と92ページ。

⑬　「世界と日本の海外直接投資」117－118ページ。

（34）日本貿易振興会海外経済情報センター「NICS企業のアジア戦略」87

　　－ECB720－ll276、昭和62年12月。

㈲　「世界と日本の海外直接投資」118－ll9ページ。

㈹　日本開発銀行、28ページ。

働　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」33ページ。
㈱　「経済協力の現状と問題点」。

㈲　Ibid．

㈹　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」35ページ。

ω　岡田仁孝、95ページ。

㈹　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」37ページ。

ω　岡田仁孝、95と99ページ。

ω　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」38ページ。

㈲　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」40ページ。
㈹　台湾研究所、「台湾総覧」1988年版。

㈲　林俊昭編「高度化への展望」東京：アジア経済研究所、1988、112ページ。

⑱　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」43ページ。
㈲　Ibid．、44ページ。

⑳　Ibid．、44ページ。

㈹　岡田仁孝、103ページ。

働　「世界と日本の海外直接投資」123ページ。

㈹　Ibid、124－125ページ。

㈹　Ibid．、125ページ。

㈲　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」47－48ページ。

㈹　日本貿易振興会海外経済情報センター「ASEAN・5力国にみる日系

　　製造業の実能調査」87－REC704－1312107、昭和63年3月、184ページ。

働　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」49ページ。
鯛　Ibid．、51ページ。

働　「世界と日本の海外直接投資」129－130ページ。

㈹　岡田仁孝、108ページ。

（61）「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」51ページ。
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㈹　「世界と日本の海外直接投資」128ページ。

㈹　「ASEAN・5力国にみる日系製造業の実態調査」188ページ。

㈹　Ibid．、190ページ。

（65）「世界と日本の海外直接投資」132ページ。

㈹　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」58－60ページ。

㈹　岡田仁孝、111ページ。

㈹　岡田仁孝、116ページ。

㈹　「世界と日本の海外直接投資」144ページ。

㈹　「ASEAN・5力国にみる日系製造業の実態調査」69ページ。

⑳　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」66ページ。

㈱　「ASEAN・5力国にみる日系製造業の実態調査」141ページ。

㈱　岡田仁孝、117ページ。

㈹　「ASEAN・5力国にみる日系製造業の実態調査」139ページ。

㈲　岡田仁孝、117ページ。

㈹　「世界と日本の海外直接投資」142－3ページ。

㈹　岡田仁孝、117ページ。

㈹　「世界と日本の海外直接投資」140ページ。

⑲　岡田仁孝、117ページ。

⑳　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」75－77ページ。

⑳　「ASEAN・5力国にみる日系製造業の実態調査」163ページ。

圃　岡田仁孝、122ページ。

㈹　岡田仁孝、122と126ページ。

（84）「世界と日本の海外直接投資」150ページ。

㈲　「日本とアジアNICS、ASEANとの国際分業の進展」81－83ページ。

圃　「ASEAN・5力国にみる日系製造業の実態調査」210ページ。

（8D　岡田仁孝、130ページ。

㈲　「ASEAN・5力国にみる日系製造業の実態調査」210ページ。

㈲　岡田仁孝、130ページ。

⑳　「世界と日本の海外直接投資」134ページ。

⑨1）「ASEAN・5力国にみる日系製造業の実態調査」215ページ。

働　「世界と日本の海外直接投資」134、137ページ。

㈱　Michael　J．　Moser（ed）．，　Toreign　Invcstment　in　China：The　Legal

　　Framework，”in　Foreign　Trade，　Investment，　and　the　Law　in　the

　　People’s　Republic　of　China，（Hong　Kong：Oxford　Press，1987），　pp．

　　90－169．
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